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Ⅰ 法人の長によるメッセージ 

 

超スマート社会（Society5.0）の到来や少子高齢化の進行など、教育を取り巻く社会状況が大きく

変化していく中において、当法人は第４期中期目標・中期計画に掲げた事項を着実に実施し、教育現

場を取り巻く環境の変化や教育現場の諸課題に対応した教員養成機能の高度化を推進して社会や教育

現場からの付託に応えていく必要がある。  

このような状況の中、当法人においては、令和７年度は第４期中期目標期間の４年度目として、主

に次のような取組を進めたところである。 

 

１．遠隔教育活用修学プログラムの導入 

現職教員を対象とした新たな取組として、居住地を離れることなく所属校に勤務しながら教職大

学院に入学できる「遠隔教育活用修学プログラム」を令和７年度から導入し、31 人が受講を開始し

た。同プログラムは、オンラインを活用し、変化の激しい社会における新しい教育課題への対応や

新しい教育の理論と実践について、日本全国どこからでも学修できる環境を提供するものである。 

 

２．新潟次世代教員養成プログラムの実施 

「新潟次世代教員養成プログラム」は、高等学校等在学時の２年間（前期プログラム）と本学進

学後の４年間（後期プログラム）の６年間を通して、未来の新潟県の教育を担う人材を育成するこ

とを目的とするプログラムである。 

 令和６年度から開始した同プログラム第１期前期プログラムは、全 10 回の講義を終了し、受講

者 31 人を前期プログラム修了者として認定した。 

 なお、令和８年度入学者選抜試験では、前期プログラム第１期修了者を対象として、本学では初

めてとなる総合型選抜（Ⅰ型）を実施し６人が合格した。 

 また、同プログラムの令和７年度（第２期生）募集を行い、県外者を含む 30 人を受講者として

決定し、６回の講義を実施した。 

 

３．地域と連携・協働した教職大学院の学校実習「学校支援プロジェクト」の拡充 

  学校現場が抱える課題を解消するための「学校支援プロジェクト」による学校実習は、本学、近

隣４市（上越市、妙高市、糸魚川市、柏崎市）の教育委員会及び校長会との連携による「学校実習

コンソーシアム上越」において、前年度と同様に各校複数の連携希望の提出を可能としたことから、

多くの連携希望が寄せられた。今年度は、132 校と連携して学校実習を実施し、学校教育現場に貢

献した。 

 

４．地域の現職教員の資質能力の向上に向けたキャリアアップ講習等の実施 

教育委員会等の教育関係機関と連携して、地域の現職教員の資質能力の向上を図るための各種キ

ャリアアップ講習等として、ICT、特別支援教育、道徳等の教育課題に係るテーマを中心に、自主

セミナーや学校代表者を対象とした拡散型オンライン教員研修（J-SOTT プログラム）等に取り組み、

目標の 170 回を上回る 194 回開催し、延べ 3,529 人が参加した。 

特に「J-SOTT プログラム」は、本学がハブとなり、全国の自治体が抱える教員研修の課題を三者
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（教育委員会、学校、本学）の協働のもとに解決するプログラムである。令和７年度は、新潟県内

の糸魚川市、妙高市、柏崎市及び十日町市の各教育委員会、県外では島根県海士町教育委員会及び

静岡市教育センターにおいて、延べ 81 機関（小・中・特別支援学校及びセンター）の代表者 100

人が研修を受講した。同受講者は、各勤務校や勤務機関において拡散する形式で研修会を実施し、

約 1,910 人の教員が受講した。 

 

５．いじめの防止等に関する地域社会や教育関係機関との連携の推進 

いじめ・生徒指導研究研修センターでは、新潟県、妙高市、村上市、関川村の各教育委員会と連

携し、いじめ・生徒指導等に関する事業に取り組むとともに、いじめや不登校などの問題を早期に

察知し、適切な支援を行うための学校生活アンケート事業の取組を 15 機関（36 の小・中学校）と

連携して新たに実施した。 

また、７月に地域や教育関係者、小・中・高校生、保護者を対象にして教育フォーラムを開催す

るとともに、11 月には地域や教育関係者、小・中学生、保護者を対象として公開研究会をプログラ

ム２部構成で開催した。 

これら事業等で得た成果を活用し、地域の教育関係者を対象とした研修会等への講師派遣やフォ

ーラムの開催など、目標の７回を大幅に上回る 52 回の啓発活動等を行った。 

さらに、いじめ・生徒指導に関する理論的、実践的な研究を推進し、教育現場での研修会等に活

用することを目的として「いじめ・生徒指導等に関するオンライン研修講座ビデオ」（１回約 30

分）を６本作成し、同センターホームページで公開した。このことにより公開中のコンテンツは 13

本となった。 

 

６．教育・研究の成果を地域に還元する出前講座等の実施 

  本学の教育・研究の成果を地域に還元するため、大学教員が地域の学校現場からの求めに応じて

依頼先へ出向き講義等を実施する出前講座を 118 回（受講者延べ 5,817 人）、地域住民を対象とし

た公開講座を 11 回（受講者延べ 54 人）と、目標の 100 回を上回る 129 回の講座を開講した。 

 

７．現代的教育課題及び教育実践に関する研究の推進 

若手教員等を主な対象とした、教育実践研究論文執筆に関する講習を開催するとともに、ICT 教

育、STEAM 教育、インクルーシブ教育など現代的教育課題についての実践的な研究を推進し、その

冊子及び論文 91 編を公表した。 

また、教育実践研究の成果として令和６年度に開発したオンライン研修コンテンツ「通級による

指導の基礎・基本と実践(15 分×４編)」は、令和７年４月に独立行政法人教職員支援機構の全国教

員研修プラットフォームに登録し、全国へ発信した。 

さらに、「教員養成学」の研究では、『グローカルに考える「教員養成学」研究の現在（いま）』

と題して、海外研究者２人を含む５人の講師を招へいした国際シンポジウムを開催した。シンポジ

ウムは対面とオンライン（Zoom）のハイブリッド形式で行い、学内外から約 100 人が参加し、同研

究の今後について国際的な視座から展望することができた。 
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８．高い教員就職率の維持 

 教員・保育士志望の学生の就職を支援するため、年間の就職指導計画に基づき、就職ガイダンス

及び教員採用試験対策講座等を実施するとともに、特任教員のキャリアコーディネーター（公立学

校校長職経験者）４人による就職相談及び指導（論作文・自己 PR 文の添削指導や面接指導など）

を実施した結果、令和８年３月の学部卒業生及び教職大学院修了生においても高い教員就職率（令

和８年５月１日現在）を維持した。 

また、文部科学省が令和７年 12 月に公表した「国立教員養成 44 大学・学部の令和７年３月卒業

者の教員就職率」は、88.5％であり、４年連続の全国第２位であった。同調査において、13 年連続

で 80％以上、全国５位以内の教員就職率を達成しているのは本学のみである。 

 

９．安定的な財務基盤の確立 

安定的な財源確保を目的に、学長からのメッセージや寄附金の活用状況を具体的に示したリーフ

レットを、同窓生、学部学生の保護者、企業団体等の学外に向け配付した。また、インスタグラム

や Facebook といった SNS を通じた寄附金の募集の情報発信に努めたことで、79 人から寄附を受け

入れた。さらに、令和７年４月から、新たに上越市ふるさと納税制度による寄附の受け入れを開始

し、217 人から寄附を受け入れた。その結果、第４期中期目標期間の目標値である第４期の寄附者

数合計 450 人以上を４年目で大幅に上回り 581 人に達した。 

 

１０．外部研究資金の受入れ推進 

寄附研究部門「上越教育大学上廣道徳教育アカデミー」は、教科化された道徳について教員が児

童へ多様な指導法を実践できるように、学校等において講演、模擬授業及び示範授業を延べ 83 回

行った。これらの事業が公益財団法人上廣倫理財団に評価され、令和８年度から令和 10 年度まで

の３年間で総額 4,719 万円の追加寄附を受け入れることが決定した。 
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Ⅱ 基本情報 

１．国立大学法人等の長の理念や経営上の方針・戦略及びそれを達成するための計画等 

本学では、第４期中期目標期間中の基本的な目標として、第３期の中期目標に掲げた「21 世紀を

生き抜くための能力＋α」を備えた教員の養成を更に発展させ、地域における教員養成の在り方を

研究し、その総体としての質的改善に資することを目的とした『教員養成学』の理念、内容、方法

等の体系化を目指して組織的研究に取り組む。このことにより、人間力（「知的能力的要素」「社

会・対人関係力的要素」「自己制御的要素」からなる）を備え、チーム学校の一員として課題解決

に貢献できる人材を養成することを主たる目標として掲げており、この目標の達成に向け、次のよ

うな各種の取組みを推進する計画である。 

１．教員養成・研修機能の高度化に向けた取組 

(1) 教員養成機能の高度化に向けた取組 

① 現代的教育課題に即した教育を担う教員の養成、研修のための、教育研究組織の改編・整備を行

う。 

② 未来の新潟県の教育を担う教員養成に係る、高校生を対象としたプログラムの実施及びプログラ

ム受講者を対象とした入学者選抜方法の導入・実施を通じて、高大接続を図るとともに、教育の

更なる充実・発展と人材育成に貢献する。 

 (2) 教員研修機能の高度化に向けた取組 

① 教育課題に対応したキャリアアップ講習等を実施し、地域の現職教員の資質能力の向上に貢献す

る。 

② いじめの問題に取り組む大学・教育委員会等の関係機関と連携を図りながら、生徒指導上の諸問

題に関する調査・研究及び情報提供を行う。 

２．学生支援に関する取組 

 学生に対するきめ細やかな就職指導等を実施し、全国的にも高い教員就職率の維持に取り組む。 

３．大学教員の実践力の向上に関する取組 

 現代的教育課題に係る実践的な研究を推進するとともに、学校現場での指導経験を持たない大学

教員の採用者に学校現場研修を実施し、学校現場に密接に関連した実践的な教育を推進する。 

４．附属学校における取組 

 先進的な ICT 教育や今日的な教育課題に対応した教育研究の推進と成果の発信を行う。 

５．安定的な財務基盤の確立に向けた取組 

 学内の資源配分の更なる最適化及び受託事業や寄附金等の外部資金の受入に係る取組を推進す

る。 

６．その他の取組 

① 学長のリーダーシップのもとで、ガバナンス体制の更なる強化を図る。 

② 教育研究活動の状況や研究成果に関する積極的な情報発信を行う。 

③ デジタル技術の活用に伴い、情報セキュリティ対策に係る取組を強化する。 
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２．沿革    

上越教育大学は、昭和 53 年６月に「国立大学設置法及び国立養護教諭養成所設置法の一部を改

正する法律」が成立し、同年 10 月に本学が開学された。その後、平成 15 年７月に「国立大学法人

法」が成立し、国立大学法人化が決定され、平成 16 年４月に国立大学法人上越教育大学が成立し、

現在に至っている。 

主な沿革は、以下のとおりである。 

 

昭和 51 年８月 文部省内に「教員大学院大学創設準備室」設置 

昭和 53 年６月 「国立大学設置法及び国立養護教諭養成所設置法の一部を改正する法律」が成立し本学の新設が決定 

昭和 53 年 10 月 上越教育大学が開学 

昭和 56 年４月 附属小学校、附属中学校設置(附属学校は新潟大学教育学部附属高田小･中学校を移管) 

    同 第１回学部入学式挙行 

昭和 58 年４月 大学院学校教育研究科設置（学校教育専攻及び教科・領域教育専攻、入学定員 140 人） 

    同 第１回大学院入学式挙行 

昭和 59 年４月 大学院学校教育研究科に幼児教育専攻及び障害児教育専攻を増設し、入学定員を 300 人に改定 

平成４年４月 附属幼稚園設置 

平成８年４月 兵庫教育大学大学院連合学校教育学研究科へ構成大学として参加 

平成 12 年４月 学部の入学定員を 200 人から 160 人に改定 

    同 大学院学校教育研究科の専攻別入学定員を改定（学校教育専攻 120 人、幼児教育専攻 10 人、障害児

教育専攻 30 人、教科・領域教育専攻 140 人） 

平成 15 年７月 「国立大学法人法」が成立し、国立大学法人化が決定 

平成 16 年４月 国立大学法人上越教育大学が成立 

平成 20 年４月 大学院学校教育研究科に専門職学位課程（教職大学院）を設置（教育実践高度化専攻、入学定員 50

人） 

    同 大学院学校教育研究科の修士課程を２専攻に改組し、専攻別入学定員を改定（学校教育専攻 120 人、

教科・領域教育専攻 130 人） 

平成 31 年４月 大学院学校教育研究科の課程・専攻別の入学定員を改定〔修士課程 130 人（学校教育専攻 130 人），

専門職学位課程（教職大学院）170 人（教育実践高度化専攻 170 人）〕 

令和４年４月 大学院学校教育研究科の課程・専攻別の入学定員を改定〔修士課程 20 人（教育支援高度化専攻 20 人），

専門職学位課程（教職大学院）190 人（教育実践高度化専攻 190 人）〕 

令和５年３月 大学院学校教育研究科（修士課程）の教科・領域教育専攻を廃止 

令和５年４月 学校教員養成・研修高度化センター設置（学校教育実践研究センター改組） 

令和６年４月 いじめ・生徒指導研究研修センター設置（いじめ・生徒指導研究センター改組） 

 

３．設立に係る根拠法    

  国立大学法人法（平成 15 年法律第 112 号） 

 

４．主務大臣（主務省所管局課）   

  文部科学大臣（文部科学省高等教育局国立大学法人支援課） 
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５．組織図  
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６．所在地   

  新潟県上越市山屋敷町１番地 

 

７．資本金の額 

  14,496,597,997 円（全額 政府出資） 

 

８．学生の状況 

 総学生数      １，８６９人 

   内 訳         

  学生数（学校教育学部）                ６８０人 

  学生数（大学院学校教育研究科・修士課程）     ５１人 

  学生数（大学院学校教育研究科・専門職学位課程） ３６８人 

   園児数                      ４６人 

  児童数                     ４０２人 

  生徒数                     ３２２人 

                                      注）令和７年５月１日現在 

 

９．教職員の状況 

 教員 ２３３人（うち常勤 168 人、非常勤 65 人） 

 職員  １５６人（うち常勤 106 人、非常勤 50 人） 

    ただし、非常勤にはティーチングアシスタント及びティーチングサポーター等は含み

ません。 

 （常勤教職員の状況） 

  常勤教職員は２７４名（前年度 281 名）であり、平均年齢は 48.56 歳（前年度 49.06

歳）となっております。このうち、国からの出向者は０人、地方公共団体からの出向者

47 人、民間からの出向者は０人です。 

 （育児休業取得の状況） 

  男女別の育児休業取得数は、男性０名、女性１名（前年度 男性０名、女性１名）で

す。 

 

                                                                          注）令和７年５月１日現在 

 

１０．ガバナンスの状況 

（１）ガバナンスの体制 

  本法人では、学長の下に理事・副学長（人事・環境・附属学校担当）、理事・事務局長（総合

調整・事務総括担当）、理事（経営戦略担当／非常勤）、副学長（大学評価・研究全般担当、教

務全般・実習・教員研修担当、学生全般・入試・連携担当の３名）を配置しており、各理事、副

学長は自身の知識、経験、能力に基づいて担当校務を掌り、各組織の権限、責任体制を明確にし

た上で法人運営を行っている。 

   なお、経営に関する重要事項を審議する機関として、経営協議会を置き、「国立大学法人上越

教育大学経営協議会規則」を定め、権限と責任の体制を明確にしている。 

 また、本学の教育研究に関する重要事項を審議する機関として、教育研究評議会を置き、「国

立大学法人上越教育大学教育研究評議会規則」を定め、権限と責任の体制を明確にしている。 

 内部統制システムの整備については、「国立大学法人上越教育大学内部統制規則」において、

内部統制統括責任者、内部統制推進責任者及び内部統制推進担当者等を定め、内部統制システム
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に関する重要事項は、役員会の審議を経て、学長が決定することとしている。 

 

（２）法人の意思決定体制 

  当法人における意思決定は、学長、理事、副学長及び事務局長により構成する執行部連絡会を毎

週（毎月第２週を除く。）開催し、情報共有と協議等を行うとともに、経営に関する重要事項につ

いては経営協議会、教育研究に関する重要事項については教育研究評議会において審議し、法人に

関する重要事項については学長及び理事により構成する役員会の議を経て、「国立大学法人上越教

育大学文書決裁規程」に基づき意志決定を行っている。 

 

１１．役員等の状況 

（１）役員の役職、氏名、任期、担当及び経歴 

役  職 氏  名 任  期 経    歴 

学長 
 

 

 

林  泰 成 
 

 

 

R7. 4. 1 
 ～R9. 3.31 

 

 

H19. 4 上越教育大学教授 
H25. 4 上越教育大学副学長 

H31. 4 上越教育大学教授 

R 3. 4 現職 

理事 
(人事・環境・附

属学校) 

渡 部 洋一郎 

 

 

R7. 4. 1 
 ～R9. 3.31 

 

H28. 4 上越教育大学教授 
R 3. 4  上越教育大学副学長 

R 7. 4 現職 

理事 

(総合調整・事務

統括) 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

松 﨑 和 之 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

R7. 4. 1 

 ～R8. 3.31 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

H20．1 文部科学省生涯学習政策局調査企 

   画課課長補佐 

H21．4 文部科学省生涯学習政策局生涯学 

   習推進課課長補佐 

H23．1 内閣府男女共同参画局推進課課長 

   補佐 

H25．4 文部科学省生涯学習政策局男女共 

   同参画学習課課長補佐 

H26．4 大分大学総務部長 

H29．4 鳥取大学総務企画部長 

H31．4 独立行政法人国立青少年教育振興 

   機構総務企画部長 

R 5．4 現職 

理事（非） 

(経営戦略) 

 
 

出 口  利  定 

 

 
 

R7. 4. 1 

 ～R9. 3.31 

 
 

H 9. 4 東京学芸大学教授 

H20. 4 東京学芸大学副学長 

H26. 4 東京学芸大学長 
R 2. 4 現職（非） 

監事 

 

 
 

 

 

 

山 西 潤 一 

 

 
 

 

 

 

R6. 9. 1 

 ～R10. 6.30 

 
 

 

 

 

H 4. 4  富山大学教授 

H15. 3  富山大学教育学部長 

H17.10  富山大学人間発達科学部長 
H19.10 国立大学法人富山大学理事・副学 

   長 

H21. 4 富山大学教授（H28.3 まで） 

R 2. 9 現職 

監事（非） 
 

 

 

 
 

大 原 啓 資 
 

 

 

 
 

R6. 9. 1 
 ～R10. 6.30 

 

 

 
 

H 4. 9  大原会計事務所長 
H16. 4 国立大学法人上越教育大学監事  

   （非） 

H20.10 上越市監査委員 

H25. 4 新潟県立看護大学監事 
R 2. 9 現職（非） 
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（２）会計監査人の氏名又は名称及び報酬 

  会計監査人は有限責任監査法人トーマツであり、当該監査法人及び当該監査法人と同一のネット

ワークに属する者に対する、当事業年度の当法人の監査証明業務に基づく報酬の額は８百万円 

（税込）です。また、非監査業務に基づく報酬はありません。 
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Ⅲ 財務諸表の概要 

１ ．国立大学法人等の長による財政状態、運営状況及びキャッシュ・フローの状況の分析 

（１）貸借対照表（財政状態） 

  ① 貸借対照表の要約の経年比較（５年）                   （単位：百万円） 

区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

資産合計 14,558 14,786 15,364 15,457 15,540 

負債合計 3,091 1,394 1,803 1,705 1,577 

純資産合計 11,466 13,391 13,560 13,752 13,962 

 

    ② 当事業年度の状況に関する分析                              （単位：百万円） 

資産の部 金額 負債の部 金額 

 固定資産 

  有形固定資産 

   土地 

   建物        

     減価償却累計額等 

    構築物 

     減価償却累計額等 

    工具器具備品 

     減価償却累計額等 

   その他の有形固定資産 

     減価償却累計額等 

  その他の固定資産 

 

 

 流動資産 

  現金及び預金 

  その他の流動資産 

 

14,082 

13,882 

7,296 

10,964 

△6,656 

1,058 

△893 

1,230 

△867 

1,780 

△29 

200 

 

 

1,457 

1,141 

316 

 

 固定負債 

  長期繰延補助金等 

  資産除去債務 

   長期未払金 

 流動負債 

   運営費交付金債務 

   預り補助金等 

   未払金 

  その他の流動負債 

    

618 

123 

415 

79 

959 

177 

6 

613 

161 

 

 負債合計  1,577 

純資産の部 金額 

 資本金 

  政府出資金 

 資本剰余金 

 利益剰余金 

 その他の純資産 

14,496 

14,496 

△3,376 

2,842 

- 

 純資産合計 13,962 

 資産合計 15,540  負債純資産合計 15,540 

 

（資産合計） 

 令和７年度末現在の資産合計は前年度比 83 百万円（0.5％）増（以下、特に断らない限り前年度

比）の 15,540 百万円となっている。主な増加要因としては、自然棟改修工事などにより建物が 677

百万円（7％）増の 10,964 百万円となったことが挙げられる。 

 

（負債合計） 

 令和７年度末現在の負債合計は 127 百万円（7％）減の 1,577 百万円となっている。主な要因と

しては、預り補助金等の未使用額により流動負債が 209 百万円（18％）減の 959 百万円となったこ

とが挙げられる。 

 

（純資産合計） 

 令和７年度末現在の純資産合計は 210 百万円（2％）増の 13,962 百万円となっている。主な増加

要因としては、利益剰余金が 95 百万円（3％）増の 2,842 百万円となったことが挙げられる。 
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（２）損益計算書（運営状況） 

  ① 損益計算書の要約の経年比較（５年）                  （単位：百万円） 

区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

経常費用 4,165 4,060 4,044 4,154 3,936 

経常収益 4,291 3,986 4,142 4,407 4,104 

当期総損益 391 2,149 157 266 216 

 

  ② 当事業年度の状況に関する分析                     （単位：百万円） 

 金  額 

 経常費用 (A) 3,936 

  業務費 

     教育経費 

     研究経費 

     教育研究支援経費 

     人件費 

     その他 

   一般管理費 

   財務費用 

   雑損 

3,724 

744 

70 

179 

2,681 

48 

209 

2 

- 

 経常収益 (B) 4,104 

   運営費交付金収益 

   学生納付金収益 

   その他の収益 

2,979 

687 

438 

 臨時損益 (C)  △1 

 目的積立金取崩額(D) 40 

 前中期目標期間繰越積立金取崩額 (E) 9 

 当期総利益 (B-A+C+D+E) 216 

 

（経常費用） 

 令和７年度の経常費用は 217 百万円（5％）減の 3,936 百万円となっている。主な要因としては、

人件費が 349 百万円（12％）減の 2,681 百万円となったことが挙げられる。 

 

（経常収益） 

 令和７年度の経常収益は 303 百万円（7％）減の 4,104 百万円となっている。主な要因としては、

運営費交付金収益が 358 百万円（11％）減の 2,979 百万円となったことが挙げられる。 

 

（当期総損益） 

  上記経常損益の状況及び臨時損失として消費税の計上漏れによる前期損益修正損△1 百万円、目

的積立金を使用したことによる目的積立金取崩額 40 百万円、前中期目標期間繰越積立金を使用し

たことによる前中期目標期間繰越積立金取崩額 9 百万円などを計上した結果、令和７年度の当期総

損益は 49 百万円（19％）減の 216 百万円となっている。 
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（３）キャッシュ・フロー計算書（キャッシュ・フローの状況） 

  ① キャッシュ・フロー計算書の要約の経年比較（５年）           （単位：百万円） 

区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

業務活動によるキャッシュ・フロー △173 58 424 283 13 

投資活動によるキャッシュ・フロー 177 △25 △290 △122 △151 

財務活動によるキャッシュ・フロー △43 △49 △50 △46 △46 

資金期末残高 1,144 1,127 1,211 1,325 1,141 

 

  ② 当該事業年度の状況に関する分析                    （単位：百万円） 

 金  額 

 Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー (A) 13 

   人件費支出 

   その他の業務支出 

   運営費交付金収入 

   学生納付金収入 

   その他の業務収入 

△3,060 

△947 

3,090 

514 

416 

 Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー (B) △151 

 Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー (C) △46 

 Ⅳ 資金に係る換算差額 (D) - 

 Ⅴ 資金増加額（E=A+B+C+D） △184 

 Ⅵ 資金期首残高 (F) 1,325 

 Ⅶ 資金期末残高 (G=F+E) 1,141 

 

（業務活動によるキャッシュ・フロー） 

 令和７年度の業務活動によるキャッシュ・フローは 270 百万円（95%）減の 13 百万円となってい

る。主な要因としては、人件費支出が 201 百万円（7%）増加したことにより△3,060 百万円となっ

たこと、運営費交付金収入が 46 百万円（1%）減となったことにより 3,090 百万円となったことが

挙げられる。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 令和７年度の投資活動によるキャッシュ・フローは 29 百万円（23%）減の△151 百万円となって

いる。主な要因としては、有価証券の取得による支出が 81 百万円（41%）増加したことにより△280

百万円、有形固定資産の取得による支出が 165 百万円（36%）増加したことにより△621 百万円、施

設費による収入が 219 百万円（56%）増加したことにより 611 百万円となったことが挙げられる。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 令和７年度の財務活動によるキャッシュ・フローは 0 百万円（1%）増加したことにより△46 百万

円となっている。 

 

（４）主なセグメントの状況 

 ① 学校教育学部・大学院学校教育研究科セグメント 

   学校教育学部・大学院学校教育研究科セグメントは、大学院学校教育研究科、学校教育学部、 

  附属図書館、各センター及び事務局（学務系）により構成されている。 

   大学院は、学校教育研究科とし、修士課程及び専門職学位課程を置き、主として初等中等教育 

  の実践にかかわる諸科学の総合的・専門的研究を行うとともに、初等中等教育教員に高度の学習 

  と研究の機会を与え、その理論的・実践的な能力の向上を図ることをねらいとしている。 

   学部は、学校教育学部とし、初等教育教員養成課程を置き、児童等の成長と発達に関する総合 

  的な理解の上に、全教科・領域にわたる優れた指導能力を備えた初等教育教員を養成することを 
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  目的としており、人間の生涯を通ずる教育の基礎とされる初等教育と、これに携わる教員の養成 

  の重要性にかんがみ、学生の人間形成についても重視することとしている。 

   学校教育学部・大学院学校教育研究科セグメントにおける事業の主な財源は、運営費交付金収 

  益 1,987 百万円（67％（当該セグメントにおける業務収益比、以下同じ））、学生納付金収益 682 

  百万円（23％）、施設費収益 59 百万円（2％）となっている。また、事業に要した経費は、教育 

  経費 588 百万円、研究経費 70 百万円、一般管理費 159 百万円、人件費 1,755 百万円等となってい 

  る。 

 

 ② 附属学校セグメント 

  附属学校セグメントは、附属幼稚園、附属小学校及び附属中学校（附属学校課含む。）により

構成されており、学校教育に関する実践的な研究と学生の教育実習を行うことを目的としてい

る。 

 

・附属幼稚園 

 令和７年度は、「つながる保育」の３年次研究に取り組んだ。子どもの豊かな育ちを支えたい

という思いの共有のもと、多様な考えにふれ合う中で保育を更新したり交流するよさを実感した

りする関係性を「つながる」と定義し、本園が他園や他校種とつながることで、本園の保育の質

のさらなる向上と、幼児教育・保育の質への理解を共に深めることを目指し、地域における国公

立の園の果たす役割について検討した。 

 令和７年９月 10 日、９月 26 日には、幼児教育研究会を開催し、保育の質のさらなる向上と、

幼児教育・保育の質への理解を共に深めることを目指し、地域における国公立の園の果たす役割

について考える機会とした。 

 

・附属小学校 

 令和７年度は、生き生きとした子どもの学びの姿をとらえ、以下の取組等により、自分をつく

り未来を拓く子どもが育つ教育課程開発を進めた。 

ａ 教員一人一人が「生み出すこどもが育つ学校」という視点から教育実践を積み重ね、の取組

状況を実践レポート等に整理した。 

ｂ 組織的、計画的に授業研究を実施し、外部評価を取り入れながら、実践者の考えを多様な観

点から検討し、評価を行った。 

ｃ 大学教員には共同研究者として、理論面での整理の仕方、授業展開の在り方等について指導

を受け、教育課程の評価・改善を行った。 

ｄ 子どもの日々の記録、調査活動のまとめ、作文、作品等を分析・集積しながらその変容をと

らえ、継続的な指導に生かした。 

ｅ 令和７年 11 月７日に研究会を開催し、研究の一端を広く学校関係者に紹介するとともに、様

々な意見や考えをもとに研究の深化を図った。 

 

・附属中学校 

 令和７年度は、「真正の学びに着目した単元開発」をテーマとした研究に取り組んだ。 

生徒自身が教科の本質から学びの意義を見いだし、没入する姿を目指し、以下の取組等を推進
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した。 

ａ ４人の研究委員を中心に研究を推進した。研究内容を毎週月曜日に研究委員会で検討し、そ

れを毎週木曜日の全教員出席の研究会議で提案し、決定するとともに共通理解を図った。 

ｂ 大学教員からの指導の機会を設定し、本学教員に指導を仰いだ。特に教育研究協議会に向け

て、具体的に指導を受ける場を設定した。令和７年度は、７月、10 月、２月に全体での打合会

を行った。その他にも教科ごとに随時指導を受けるようにした。 

ｃ 各教科の指導者として本学教員及び教育事務所指導主事等から、中間検討会、教育研究協議

会、年次研究のまとめに関して指導を受けた。また、公立学校の教員から協力者として、研究

の推進や教育研究協議会の運営で協力を得た。 

  ｄ 令和７年７月９日開催の夏の教育研究協議会、10 月 30 日開催の秋の教育研究協議会での公

開授業等を通して発信した。 

 

附属学校セグメントにおける事業の主な財源は、運営費交付金収益 570 百万円（93％（当該セ

グメントにおける業務収益比、以下同じ））、学生納付金収益 4 百万円（1％）となっている。ま

た、事業に要した経費は、教育経費 155 百万円、人件費 469 百万円等となっている。 

 

２．目的積立金の申請状況及び使用内訳等 

  当期総利益 216,815,302 円のうち、中期計画の剰余金の使途において定めた教育研究の質の向上

及び業務運営の改善に充てるため、192,058,423 円を目的積立金として申請している。 

 なお、令和７年度において、自然棟環境整備事業など、中期計画の剰余金の使途において定めた

教育研究の質の向上及び業務運営の改善に充てるため、目的積立金を 95,786,726 円取り崩した。

また、インフラ長寿命化計画に基づく施設の長寿命化改修事業のため、前中期目標期間繰越積立金

を 25,964,530 円取り崩している。 

 

３ ．重要な施設等の整備等の状況 

（１）当事業年度中に完成した主要施設等 

  ・（山屋敷）総合研究棟改修（学校教育学系） 交付：479,280 千円、事業費：479,280 千円 

  ・（本城他（附幼小中））基幹・環境整備（空調設備）交付：101,900 千円、事業費：101,900

千円 

・営繕事業 交付：20,000 千円、事業費：20,000 千円 

 

（２）当事業年度中において継続中の主要施設等の新設・拡充 

   該当なし    

 

（３）当事業年度中に処分した主要施設等 

   該当なし    

 

（４）当事業年度中において担保に供した施設等 

   該当なし    
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４ ．予算と決算との対比                                  （単位：百万円） 

区分 

 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 差額理由 

収入 4,989 4,946 4,479 4,689 5,009 5,021 4,643 4,843 4,703 4,818  

 運営費交付金収入 

 補助金等収入 

 学生納付金収入 

 その他収入 

3,087 

21 

736 

1,145 

3,110 

52 

719 

1,063 

2,973 

- 

731 

775 

2,997 

30 

710 

951 

3,312 

185 

727 

785 

3,340 

209 

692 

779 

3,292 

61 

696 

594 

3,404 

93 

671 

675 

2,965 

47 

704 

987 

3,157 

158 

571 

932 

(注１) 

(注２) 

(注３) 

(注４) 

支出 4,989 4,530 4,479 4,372 5,009 4,567 4,643 4,457 4,703 4,374  

 教育研究経費 

 一般管理費 

 その他支出 

4,026 

- 

963 

3,683 

- 

846 

3,767 

- 

712 

3,750 

- 

621 

4,220 

- 

789 

3,781 

- 

786 

4,078 

- 

565 

3,887 

- 

570 

3,892 

- 

811 

3,602 

- 

772 

(注５) 

 

(注６) 

収入-支出 - 416 - 317 - 453 - 386 - 444  

（注１）運営費交付金については、教育・研究基盤維持経費が追加交付されたこと等により、予算額に比して決算額が 192 百

万円多額となっています。     

（注２）補助金等収入については、授業料等減免費交付金が追加交付されたこと等により、予算額に比して決算額が 111 百万

円多額となっています。 

（注３）授業料、入学金及び検定料収入については、当初の見込みより大学院学生の入学者が減少したこと等により、予算額

に比して決算額が 133 百万円少額となっています。 

（注４）雑収入については、当初の見込みより学生宿舎料収入が減となったこと等により、予算額に比して決算額が 15 百万円

少額となっています。 

（注５）教育研究経費については、人件費が減少したこと等により、予算額に比して決算額が 290 百万円少額となっています。 

（注６）産学連携等研究経費及び寄附金事業費等については、当初の見込みより受託事業等が減少したこと等により、予算額

に比して決算額が 36 百万円少額となっています。 

（注７）詳細については、各年度の決算報告書を参照。 

 

Ⅳ 事業に関する説明 

１．財源の状況 

 当法人の経常収益は 4,104 百万円で、その内訳は、運営費交付金収益 2,979 百万円（73％（対経

常収益比、以下同じ。））、授業料収益 561 百万円（13％）、及びその他 564 百万円（14％）とな

っている。 

 

２．事業の状況及び成果  

（１） 教育に関する事項 

① 多様な学問分野を修学しつつ教職を志向する学生の積極的な受入れ 

 多様な学問分野を修学し教職を志向する学生を主な対象とした「教育職員免許取得プログラム」

において、本学と大学間連携協定を締結する大学から、目標の 25 人を上回る 39 人の学生を受入

れ、専門的な分野において豊富な経験や秀でた知識を有する教員の養成を推進した。 

 また、連携協定大学から本学教職大学院への進学を前提として、学部・大学院を見通した計画

的な履修を可能とし、多様な専門性を持った初等教育教員を養成する「多様な教員人材育成修学

プログラム」は、目標の３人以上を上回る他大学の学生５人が、本学教職大学院に入学した。 

② 遠隔教育活用修学プログラムの導入 

現職教員を対象とした新たな取組として、居住地を離れることなく所属校に勤務しながら教職
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大学院に入学できる「遠隔教育活用修学プログラム」を令和７年度から導入し、31 人が受講を開

始した。同プログラムは、オンラインを活用し、変化の激しい社会における新しい教育課題への

対応や新しい教育の理論と実践について、日本全国どこからでも学修できる環境を提供するもの

である。 

③ 社会の変化や教育委員会及び学校現場のニーズ等を踏まえた教育課程の改善 

  新潟県・新潟市教育委員会の管理主事や小・中学校の校長等で構成する「上越教育大学教育実

習ルーブリック改訂に係る会議」において改訂した教育実習ルーブリックを令和７年度から適用

した。 

④ 地域と連携・協働した教職大学院の学校実習「学校支援プロジェクト」の拡充 

学校現場が抱える課題を解消するための「学校支援プロジェクト」による学校実習は、本学、

近隣４市（上越市、妙高市、糸魚川市、柏崎市）の教育委員会及び校長会との連携による「学校

実習コンソーシアム上越」において、前年度と同様に各校複数の連携希望の提出を可能としたこ

とから、多くの連携希望が寄せられた。今年度は、132 校と連携して学校実習を実施し、学校教

育現場に貢献した。 

 

（２）研究に関する事項 

  国立大学法人の重要な事業の一つである研究において、当法人ではこれまで、より良い社会の実

現に寄与するため、研究により得られた科学的理論や基礎的知見の現実社会での実践に向けた研究

を進め、社会変革につながるイノベーションの創出を目指し、ICT 教育、STEAM 教育、インクルー

シブ教育など現代的教育課題についての実践的な研究を推進し、理論と実践の往還をめざした教育

実践研究を推進してきた。令和７年度における研究に関する状況及び成果は下記のとおりである。 

 

① 学校現場から大学教員に採用された若手教員や教科専門の教員等を主な対象として、研究成果

となる実践研究論文執筆に関する講習を対面で開催した。 

  講習会では、近年複数の論文を執筆し投稿している学内教員を講師に迎え、統計結果の標準的

な記述形式や考察における仮説の支持・不支持の明確化などを取り上げた講習内容とし、論理的

で再現性の高い論文の執筆に資するよう講習内容の充実を図った上で開催した。 

② 上越教育大学研究プロジェクトについては、第４期中期目標期間中に本学が重視している「現

代的教育課題に関する研究」「学校現場での教育実践に関する研究」の取組テーマで研究を活性

化するために実施している。令和７年度において採択は 10 件であった。研究期間は２年間（令

和９年３月末まで）とし、研究プロジェクト終了後２年以内に論文等出版物を１編以上出版する

こと、研究プロジェクト研究の更なる発展のため、研究プロジェクト終了後２年以内に科学研究

費助成事業に応募することとしている。 

 

（３）社会貢献に関する事項 

  国立大学法人の重要な事業の一つである社会貢献において、当法人ではこれまで、人材養成機能

や研究成果を活用して、地域の教育や文化の発展を牽引し、地域の学校現場における課題解決のた

めに、地方自治体や教育委員会等の教育関係機関と連携し、地域社会の発展に寄与してきた。令和

７年度における社会貢献に関する状況及び成果は下記のとおりである。 
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① 教育委員会等の教育関係機関と連携して、地域の現職教員の資質能力の向上を図るため、ICT、

特別支援教育、道徳等の教育課題に対応したキャリアアップ講習等を実施するとともに、学校に

おいて中核となる理科教員や通級指導担当教員等の養成・研修を積極的に進めた。 

② いじめ及び不登校の問題に取り組む大学・教育委員会その他の関係機関と連携を図りながら、

生徒指導上の諸問題に関して、いじめ・生徒指導研究研修センターにおいて調査研究を推進し、

その研究成果を踏まえながら、いじめの防止等のため地域社会や教育関係者を対象にした研修会

等において、情報の公開・提供、啓発活動、研修支援等を行った。 

  新潟県、妙高市、村上市、関川村の各教育委員会と連携し、いじめ・生徒指導等に関する事業

に取り組んだ。 

 その他、いじめや不登校などの問題を早期に察知し、適切な支援を行うための学校生活アン 

 ケート事業の取組を 15 機関（36 校）と連携して実施した。 

  これまでに得た調査研究の成果を活用し、地域の教育関係者を対象としたいじめ防止研究会等

への講師派遣を行った。 

令和７年７月には、地域や教育関係者、小・中・高校生、保護者を対象にした教育フォーラム

を本学において、不登校支援団体及び上越市小中学校 PTA 連絡協議会との共催及び後援により開

催した。プログラムは二部構成で、第一部は「上越地域の多様な学びの現状と未来」と題した 

 トークセッション、第二部は「私たちにできること」をテーマに分科会ごとにグループワーク

を行った。 

令和７年 11 月には、地域や教育関係者、小・中学生、保護者を対象にした公開研究会を本学

において、不登校支援団体との共催により開催した。プログラムは二部構成で、第一部は通信制

高校に通う高校生、保護者、OB によるパネルディスカッション及び本センター教員による講演、 

 第二部は個別相談会及び体験型ワークショップを行った。 

③ 本学の人的資源及び教育研究成果等を活用し、教育関係者をはじめ、広く地域社会を対象とし

た出前講座や、地域住民を対象とした公開講座、上越市との連携により文化講演会、新潟県立看

護大学との連携公開講座、上越教育大学振興協力会との連携によるコンサートを実施し、地域の

教育や文化の発展に寄与した。 

 

３．業務運営上の課題・リスク及びその対応策 

（１） リスク管理の状況 

 当法人では、業務実施の障害となる要因を事前にリスクとして識別、分析及び評価し、当該リス

クへの適切な対応を可能とするため、業務フローの整理並びに業務フローの各段階におけるリスク

及びその発生原因の分析については、「国立大学法人上越教育大学危機管理規則」に基づき、人事

・環境・附属学校担当理事を室長とする危機管理室の業務として実施することとしている。 

 

（２） 業務運営上の課題・リスク及びその対応策の状況 

 当法人の業務運営上の課題・リスク及びその対応策の状況は以下のとおりである。 

① 財務に係るリスク 

当法人では、令和８年３月 31 日現在において、中長期の財務リスクが存在するような事業は

実施していない。 
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長期借入金の返済原資として自己収入を充てる事業など、中長期の財務リスクが存在するよう

な事業を実施する場合は、出納役の下においてリスクの管理及び予めリスクを低減するための検

討を行うこととしている。 

② 研究費不正使用に係るリスク 

   研究費不正によって当法人の信用が大きく傷ついてしまうこと、優秀な研究者を失ってしまう

ことから、研究費の運営・管理体制を明確に規定するとともに、研究費の運営・管理に係わる役

職員等に対し、当法人が実施するコンプライアンス教育の受講を義務づけている。 

③ 情報システムに係るリスク 

   情報システムの停止による損失、顧客情報の漏洩（ろうえい）による法人のブランドイメージ

の失墜など、情報セキュリティ上のリスクは、法人や組織に大きな被害や影響をもたらすことか

ら、情報セキュリティポリシーに基づき運用している。また、学生及び教職員を対象に情報セキ

ュリティオンデマンド講習の受講を義務づけている。 

④ 施設に係るリスク 

     施設の点検と必要な修繕の実施について 

・ 「国立大学法人上越教育大学施設有効活用規程」、「国立大学法人上越教育大学キャンパ

スマスタープラン」、「国立大学法人上越教育大学インフラ長寿命化計画（行動計画）」、

「国立大学法人上越教育大学インフラ長寿命化計画（個別施設計画）」を整備しており、

同内容に基づき取組みを進めている。 

 

４．社会及び環境への配慮等の状況 

  本学は、社会及び環境への配慮の方針として、国立大学法人上越教育大学における温室効果ガス

排出抑制等のための実施計画（第４期）を定めており、2050 年カーボンニュートラルに向けた環境

物品等の調達、建築物における省エネルギー対策の徹底及び環境配慮の実施、事務・事業に当たっ

ての温室効果ガスの排出の削減等の配慮、ワークライフバランスの確保などの取組みをすることと

している。 

 またその一環として、毎年９月末までに環境報告書を公表している。 

 

５．内部統制の運用に関する情報 

当法人では、役員（監事を除く。）の職務の執行が国立大学法人法又は他の法令に適合すること

を確保するための体制その他業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項として、以下の

とおり内部統制の体制を整備している。 

① 内部統制推進責任者に対する部門からの報告の実施等 

推進部門として、事務局長を責任者とする、事務局各課・室長による「事務連絡会」を、毎月

及び随時に開催し必要な報告を受けている。 

また、内部統制統括責任者が、改善が必要と認められる事項に関して、毎週（毎月第２週を除

く）開催される「執行部連絡会」に詳細な状況や経緯等を報告し、改善策を検討することとして

いる。 
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② 内部統制統括責任者と職員との面談を実施 

「執行部連絡会」での検討結果を受け、内部統制統括責任者が関係職員と面談を行い、改善を

指示することとしている。 

 

６．運営費交付金債務及び当期振替額の明細 

（１）運営費交付金債務の増減額の明細                     （単位：百万円） 

 

交付年度 

 

 

 

期首残高 

 

 

 

交付金当 

期交付額 

 

当期振替額  

期末残高 

 

 

運営費 

交付金 

収益 

資本 

剰余金 

 

小計 

 

 

令和６年度 66 - 66 - 66 - 

令和７年度 - 3,090 2,912 - 2,912 177 

 

（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細 

 ① 令和６年度交付分                              （単位：百万円） 

区分 金額 内  訳 

業務達成基準に

よる振替額 

 

 

運営費交付金収

益 

- 

 

該当なし 

資本剰余金 - 

計 - 

期間進行基準に

よる振替額 

 

 

運営費交付金収

益 

- 

 

該当なし 

資本剰余金 - 

計 - 

費用進行基準に

よる振替額 

 

 

 

 

運営費交付金収

益 

66 

 

①費用進行基準を採用した事業等：退職手当、年俸

制導入促進費 

②当該業務に関する損益等 

 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：66 

 （人件費(退職手当)：66、人件費（年俸制導入促

進費）：0） 

資本剰余金 - 

計 66 

国立大学法人会

計基準第 72 条第

３項による振替

額 

 

 

 

- 

 

 

該当なし 

 

 

合計  66  

 

② 令和７年度交付分                         （単位：百万円） 

区分 金額 内  訳 

業務達成基準に

よる振替額 

 

運営費交付金収

益 

82 

 

①業務達成基準を採用した事業等：「学校教員養成

・研修高度化センター」及び「いじめ・生徒指導 

 研究研修センター」の整備 資本剰余金 - 
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計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

82 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

②当該業務に関する損益等 

 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：82 

 （教員人件費:45、職員人件費:4、その他の経費：

33） 

 ｲ)自己収入に係る収益計上額：－ 

 ｳ)固定資産の取得額：0 

 （建物：0、工具器具備品：0） 

③運営費交付金収益化額の積算根拠 

上記事業については、実施計画どおり事業が進捗

しており、予定されていた成果が得られていること

から、運営費交付金債務を全額収益化 

期間進行基準に

よる振替額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

運営費交付金収

益 

2,689 

 

①期間進行基準を採用した事業等：業務達成基準及

び費用進行基準を採用した業務以外の全ての業務 

②当該業務に関する損益等 

 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：2,686 

 （教員人件費:12、職員人件費:2、その他の経費：

2,672） 

 ｲ)自己収入に係る収益計上額：－ 

 ｳ)固定資産の取得額：3 

 （建物：0、工具器具備品：3） 

③運営費交付金の振替額の積算根拠 

 期間進行業務に係る運営費交付金債務を全額収益

化 

資本剰余金 - 

計 

 

 

 

 

 

 

 

 

2,689 

 

 

 

 

 

 

 

 

費用進行基準に

よる振替額 

 

 

 

 

 

 

 

 

運営費交付金収

益 

141 

 

①費用進行基準を採用した事業等：退職手当、年俸

制導入促進費、移転料、建物新営設備費,教育・研究

基盤維持経費 

②当該業務に関する損益等 

 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：141 

 （人件費(退職手当)：17、人件費（年俸制導入促

進費）：2）、移転料：4、建物新営設備費：6、教

育・研究基盤：112） 

 ｲ)自己収入に係る収益計上額：－ 

 ｳ)固定資産の取得額：－ 

資本剰余金 - 

計 

 

 

 

 

 

 

141 

 

 

 

 

 

 

国立大学法人会

計基準第 72 条第

３項による振替

額 

 

 

 

- 

 

 

該当なし 

 

 

合計  2,912  
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（３）運営費交付金債務残高の明細                    （単位：百万円） 

交付年度 運営費交付金債務残高 残高の発生理由及び収益化等の計画 

令和７年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業務達成基準を

採用した業務に

係る分 

- 

 

 

該当なし 

 

 

期間進行基準を

採用した業務に

係る分 

- 

 

 

該当なし 

 

 

 

費用進行基準を

採用した業務に

係る分 

177 

 

 

退職手当 

・退職手当（退職手当・年俸制導入促進費）の執行

残であり、翌事業年度以降に使用する予定 

計 177  

 

７．翌事業年度に係る予算                  （単位：百万円） 

 金額 

収入 5,047 

 運営費交付金収入 

 補助金等収入 

 学生納付金収入 

 その他収入 

3,207 

21 

680 

1,139 

支出 5,047 

 教育研究経費 

 その他支出 

4,051 

996 

収入－支出 - 

  翌事業年度のその他収入のうち、754 百万円は施設整備費補助金によるものである。また、教育

研究経費のうち、2,904 百万円は人件費、148 百万円は学長裁量経費（大学改革の推進・実践的教

育推進事業・教育研究活性化事業・地域連携推進事業）によるものである。 
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Ⅴ 参考情報 

１．財務諸表の科目の説明 

① 貸借対照表 

有形固定資産 

 

土地、建物、構築物等、国立大学法人等が長期にわたって使用する有形の

固定資産。 

減価償却累計額等 減価償却累計額及び減損損失累計額。 

その他の有形固定資産 図書、工具器具備品、車両運搬具等が該当。 

その他の固定資産 

 

無形固定資産（特許権等）、投資その他の資産（投資有価証券等）が該当。 

現金及び預金 

 

現金(通貨及び小切手等の通貨代用証券)と預金（普通預金、当座預金及び

一年以内に満期又は償還日が訪れる定期預金等） の合計額。 

その他の流動資産 未収学生納付金収入、未収入金が該当。 

資産除去債務 

 

 

 

有形固定資産の取得、建設、開発又は通常の使用によって生じ、当該有形

固定資産の除去に関して有害物質等を法律等の要求による特別の方法で除

去するという法令又は契約で要求される法律上の義務に係る費用。 

引当金 

 

将来の特定の費用又は損失を当期の費用又は損失として見越し計上するも

の。退職給付引当金等が該当。 

長期借入金等 

 

事業資金の調達のため国立大学法人等が借り入れた長期借入金、PFI 債務、

長期リース債務等が該当。 

運営費交付金債務 国から交付された運営費交付金の未使用相当額。 

政府出資金 国からの出資相当額。 

資本剰余金 国から交付された施設費等により取得した資産(建物等)等の相当額。 

利益剰余金 国立大学法人等の業務に関連して発生した剰余金の累計額。 

 

② 損益計算書 

業務費 国立大学法人等の業務に要した経費。 

教育経費 国立大学法人等の業務として学生等に対し行われる教育に要した経費。 

研究経費 国立大学法人等の業務として行われる研究に要した経費。 

教育研究支援経費 

 

 

 

附属図書館、情報メディア教育支援センターの特定の学部等に所属せず、

法人全体の教育及び研究の双方を支援するために設置されている施設又は

組織であって学生及び教員の双方が利用するものの運営に要する経費。 

人件費 国立大学法人等の役員及び教職員の給与、賞与、法定福利費等の経費。 

一般管理費 国立大学法人等の管理その他の業務を行うために要した経費。 

財務費用 支払利息等 

運営費交付金収益 運営費交付金のうち、当期の収益として認識した相当額。 

学生納付金収益 授業料収益、入学料収益、検定料収益の合計額。 
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その他の収益 受託研究等収益、寄附金収益、補助金等収益等。 

臨時損益 固定資産の売却（除却）損益、災害損失等。 

目的積立金取崩額 

 

 

目的積立金とは、前事業年度以前における剰余金（当期総利益）のうち、

特に教育研究の質の向上に充てることを承認された額のことであるが、そ

れから取り崩しを行った額。 

 

③ キャッシュ・フロー計算書 

業務活動による 

キャッシュ・フロー 

 

原材料、商品又はサービスの購入による支出、人件費支出及び運営費交付

金収入等の、国立大学法人等の通常の業務の実施に係る資金の収支状況。 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 

固定資産や有価証券の取得・売却等による収入・支出等の将来に向けた運

営基盤の確立のために行われる投資活動に係る資金の収支状況。 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 

増減資による資金の収入・支出、債券の発行・償還及び借入れ・返済によ

る収入・支出等、資金の調達及び返済等に係る資金の収支状況。 

 

２．その他公表資料等との関係の説明 

 事業報告書に関連する報告書等として、「大学案内」「大学院院案内」では、当法人に関する情

報提供を行っています。 

  < 大学案内  ： https://www.juen.ac.jp/060admissions/020faculty/index.html  > 

  < 大学院案内 ： https://www.juen.ac.jp/060admissions/010graduate/index.html > 


